
【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 〇

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

1－2－1 －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

6,000,000 5,000,000 5,000,000 16,000,000 5,000,000 5,000,000 16,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 20,000,000 52,000,000

6,000,000 6,000,000 6,000,000 18,000,000 6,000,000 0 24,000,000

6,000,000 6,000,000 8,500,000 20,500,000 0 0 20,500,000

6,000,000 5,000,000 5,000,000 16,000,000 5,000,000 5,000,000 16,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 5,000,000 20,000,000 52,000,000

6,000,000 6,000,000 6,000,000 18,000,000 0 0 6,000,000 0 0 0 0 0 24,000,000

6,000,000 6,000,000 8,500,000 20,500,000 0 0 0 0 0 0 0 0 20,500,000

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

同額 同額 ３月補正
２，５００千円
受注額の減少など
による収支悪化分
を支援するため

前年度予算と
の比較

（増減理由）

新型コロナウイ
ルス感染症の拡
大により、受注
件数が減少し収
支状況の悪化し
たため増額

前年度同額 前年度同額 前年度同額

実　績　額 0

事業費予算の
内容

シルバー人材セ
ンター運営費補
助金

シルバー人材セ
ンター運営費補
助金

シルバー人材セ
ンター運営費補
助金

シルバー人材セ
ンター運営費補
助金

事 業 費 合 計 計　画　額 6,000,000

予算計上額 6,000,000

予算計上額 6,000,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 6,000,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成２１年４月、一般社団法人砂川市シルバー人材センターとして設立。
平成２４年度から公益社団法人となっている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

（社）滝川砂川広域シルバー人材センターの広域解消によって、砂川市独自のシルバー人材センターとして平成２１年４月１日に設立された一般社
団法人砂川市シルバー人材センターが国の補助金を受けるにあたり、砂川市が国と同額を補助する事が条件となっている。公益社団法人砂川市シル
バー人材センター（平成２４年から公益社団法人へ移行）の機能強化とこれを支える自主的運営基盤の確立がされることによって、定年退職後等に
臨時的かつ短期的な就業等を希望する高年齢者に対して、地域の日常生活に密着した仕事を提供する事ができる。

公益社団法人砂川市シルバー人材センターが円滑に運営されるよう、補助金を国と同額支出する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

公益社団法人砂川市シルバー人材センター
公益社団法人砂川市シルバー人材センターに補助することによって、高齢者の就業機会拡大により、生き甲斐創出・社
会参加の促進・地域の活性化により、高齢者福祉の増進がはかられている。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 シルバー人材センター支援事業 平成21年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 4－3－1 商工労働観光課企業労政係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

実績値 6,000 6,000 8,500

計画値 100 100 100 100 100 100 100 100 100

実績値 103.8 103.0 90.3

達成されている

上がっている

変わらない

総合評価 良好である

自己分析：新型
コロナウイルス
感染症の影響
で、イベント準
備等の業務が減
り、収支に影響
が出ていること
から、負担金の
増額を行った。
就業率が高いの
は、会員数が減
少しているため
であり、会員数
の維持を図る必
要がある。

自己分析：会員
数、就業率はほ
ぼ横ばいとなっ
ており、引き続
き会員数の維持
を図る必要があ
る。

自己分析：会員
数が増加してい
るが、就業実人
数が横ばいであ
るため、就業率
が減少してい
る。今後は受注
件数を増やすこ
とにより、就業
率の向上が期待
される。

判断理由：成果
指標は横ばいで
あるが、計画値
を達成できてい
る。高齢者の就
業機会確保に貢
献していること
から良好と判断
した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：定年年齢の引き上げ等により、なかなか新規会員確保が進んで
いない。会員の維持・増員を推進する取り組みが必要である。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

5,000

成果指標１
（単位/千円）

100

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：就業率 指標の求め方：就業実人数／会員数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：負担金の金額 指標の求め方：負担金の金額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

90,000 90,000 90,000 270,000 152,000 152,000 456,000 152,000 152,000 152,000 152,000 608,000 1,334,000

90,000 90,000 120,000 300,000 152,000 0 452,000

32,049 112,718 120,216 264,983 0 0 264,983

90,000 90,000 90,000 270,000 152,000 152,000 456,000 152,000 152,000 152,000 152,000 608,000 1,334,000

90,000 90,000 120,000 300,000 0 0 152,000 0 0 0 0 0 452,000

32,049 112,718 120,216 264,983 0 0 0 0 0 0 0 0 264,983

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 砂川地域通年雇用促進協議会負担金 平成19年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 4－3－1 商工労働観光課企業労政係

目的
(何のために実施する
のか）

季節労働者の通年雇用化を目指し、季節的業務に就く者の積雪寒冷地における季節的失業の発生を防止し労働者の通年
雇用化及び、就職促進その他雇用面での対策に取り組む目的で設立された砂川地域通年雇用促進協議会（砂川市・歌志
内市・上砂川町・奈井江町の２市２町で構成）へ広域で負担金する。

砂川地域通年雇用促進協議会の事業の中で地域取り組み分について北海道及び２市２町の地域が負担をして季節労働者
通年雇用化の為の事業を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川地域通年雇用促進協議会
砂川地域通年雇用促進協議会に負担金を支出することにより、協議会全体計画のうち地域の取り組み事業について季節
労働者が通年雇用化されるに必要な事業に取り組むことができる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

国の季節労働者対策である冬期雇用安定奨励金・冬期技能講習給付金が、平成18年度限りで廃止となり、それに変わり通年雇用促進支援事業が新設された。
北海道から示された地域協議会の構成枠組みに基づき、砂川市、歌志内市、上砂川町、奈井江町の２市２町で協議し、砂川地域通年雇用促進協議会を立ち上げた。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 152,000

予算計上額 152,000

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 152,000

予算計上額 152,000

実　績　額 0

事業費予算の
内容

負担金 負担金 負担金 負担金

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 協議会事業内容
見直しによる増
額

実績との比較
（増減理由）

執行残 ３月補正
３０千円
資格取得事業の
予定件数増

３月補正
１４千円
資格取得事業の
予定件数増

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 90 90 90 90 90 90 90 90 90

実績値 32 113 121

計画値 148 133 120 97 87 78 70 63 56

実績値 137 129 109

達成されている

少し上がっている

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：資格
取得者が少いた
め、助成額負担
がなく、活動指
標は達成してい
ないが、季節労
働者は減少傾向
にある。通年雇
用化に向けた意
識啓発事業も
行っているた
め、引き続き事
業を継続するこ
とで、通年雇用
化の促進が図ら
れるものと考え
る。

自己分析：資格
取得者が増えた
ため、活動指標
が達成された。
季節労働者は減
少傾向にある
が、企業訪問に
よる情報収集や
通年雇用化に向
けた意識啓発事
業等を行うこと
で、通年雇用化
が促進されるも
のと考える。

自己分析：資格
取得者の増加に
より、引き続き
活動指標は達成
されている。季
節労働者は減少
傾向にあり、一
定程度の通年化
促進に効果があ
るものと考えら
れる。

判断理由：資格
取得者の増加、
季節労働者数の
減少により、活
動指標、成果指
標とも達成され
ている。通年雇
用化が推進され
ていると見込ま
れるので良好と
判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：負担金の金額 指標の求め方：負担金の金額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：季節労働者数 指標の求め方：季節労働者数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

90

成果指標１
（単位/人）

108

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：資格取得については、申込件数が増加傾向にある。企業訪問の
情報収集等も活用しながら、計画的な予算計上を行うことで通年雇
用化の促進を図る。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 〇

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

728,000 728,000 728,000 2,184,000 479,000 479,000 1,437,000 479,000 479,000 479,000 479,000 1,916,000 5,537,000

728,000 624,000 684,000 2,036,000 479,000 0 2,515,000

386,285 273,436 319,000 978,721 0 0 978,721

728,000 728,000 728,000 2,184,000 479,000 479,000 1,437,000 479,000 479,000 479,000 479,000 1,916,000 5,537,000

728,000 624,000 684,000 2,036,000 0 0 479,000 0 0 0 0 0 2,515,000

386,285 273,436 319,000 978,721 0 0 0 0 0 0 0 0 978,721

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響で、事業実施
に至らなかった
ための減額

３月補正
△３５０千円
事業実施方法見
直しによる減

３月補正
△３０４千円
事業実施方法見
直しによる減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

新型コロナウイ
ルス感染症の影
響で事業実施方
法の見直しを
行ったことによ
る増額

印刷製本費の減 印刷製本費の単
価増、新人研修
セミナー講師交
通費の増

ジョブスタ実施
方法見直しによ
る配信委託料の
減

実　績　額 0

事業費予算の
内容

講師謝礼、消耗
品費、印刷製本
費、通信運搬
費、業務委託料

講師謝礼、消耗
品費、印刷製本
費、通信運搬
費、業務委託料

講師謝礼、消耗
品費、印刷製本
費、通信運搬
費、業務委託料

講師謝礼、消耗
品費、印刷製本
費、通信運搬費

事 業 費 合 計 計　画　額 479,000

予算計上額 479,000

予算計上額 479,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 479,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

平成28年に、高校生と若手従業員の交流を通じて働くことを考える事業を実施。
平成29年から令和元年度までは、地方創生推進交付金を受けて、ワーク・ライフ・バランスとキャリアデザインの推進による雇用創出事業として実施。
令和２年度以降は、事業内容の見直しを行いながら事業を実施している。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

企業の人づくりを通じてワーク・ライフ・バランスに取り組み、人材の確保、定着を図り雇用創出を推進する。また、
高校生とその保護者が砂川の企業を知り、働く意義を考える事業を行うことにより、キャリアデザインの推進や地域の
担い手となる労働者の確保及び若手の定着を図る。

市内企業の情報発信や働くことを考える機会となる事業の開催及びワーク・ライフ・バランスに取り組む機会となるよ
う研修会の開催を行う。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

高校生、従業員、企業経営者等 地域の担い手となる労働者の確保、若手の定着を図り人手不足を解消するとともに、雇用創出が推進される。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 若年者就労支援事業 平成28年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 4－3－1 商工労働観光課企業労政係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 50 53 56 61 64 67 70 73 75

実績値 46 50 51

計画値 36 37 38 40 41 42 43 44 45

実績値 37 19 24

ほぼ達成されている

上がっていない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：新型
コロナウイルス
感染症の影響
で、計画通りの
事業実施ができ
ないこともあっ
たが、砂川高等
学校における市
内就職率は一定
程度の割合を維
持しているた
め、事業効果は
あると考える。

自己分析：新型
コロナウイルス
感染症の影響が
落ち着きつつあ
るものの、成果
指標は大きく減
少した。高卒後
に進学する割合
が増加傾向であ
ると考えてい
る。

自己分析：成果
指標は下回って
いるが、前年度
から増加してい
る。市内就職者
は増加してお
り、一定程度の
効果があったと
考える。

判断理由：新型
コロナウイルス
の影響や昨今の
高卒後の進学傾
向があるもの
の、事業の周知
は進んでいるこ
とから、総合評
価は普通と考え
る。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 手段の見直し

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：高卒後に就職する割合が減少していることから、進学後のUター
ン等も勘案した事業内容となるよう見直しが必要である。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/社）

59

成果指標１
（単位/％）

39

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：市内就職者の割合 指標の求め方：砂川高校からの市内就職者数／砂川高校の就職者数×100

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：若年者の雇用創出に積極的な企業数 指標の求め方：応援企業への登録企業数



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

915,000 915,000 915,000 2,745,000 910,000 910,000 2,730,000 910,000 910,000 910,000 910,000 3,640,000 9,115,000

915,000 919,000 898,000 2,732,000 910,000 0 3,642,000

915,000 919,000 898,000 2,732,000 0 0 2,732,000

915,000 915,000 915,000 2,745,000 910,000 910,000 2,730,000 910,000 910,000 910,000 910,000 3,640,000 9,115,000

915,000 919,000 898,000 2,732,000 0 0 910,000 0 0 0 0 0 3,642,000

915,000 919,000 898,000 2,732,000 0 0 0 0 0 0 0 0 2,732,000

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

同額 同額 同額

前年度予算と
の比較

（増減理由）

人口割、基準財
政需要額等によ
り、負担金を算
出している。

人口割、基準財
政需要額等によ
り、負担金を算
出している。

人口割、基準財
政需要額等によ
り、負担金を算
出している。

人口割、基準財
政需要額等によ
り、負担金を算
出している。

実　績　額 0

事業費予算の
内容

中空知職業訓練
センター協会負
担金

中空知職業訓練
センター協会負
担金

中空知職業訓練
センター協会負
担金

中空知職業訓練
センター協会負
担金

事 業 費 合 計 計　画　額 910,000

予算計上額 910,000

予算計上額 910,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 910,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

施設については、昭和５９年に厚生労働省が設置。平成２２年、国の方針により、廃止・地方への譲渡が検討され、地域の要望により無償譲渡にて存続した。
中空知５市５町の商工会議所及び商工会、建設協会、技能協会、滝川地方職業訓練協会、業種別団体など５０団体で組織した「一般社団法人中空知職業訓練センター協会」が運営管理を行っている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

滝川市に設置されている地域職業訓練センターは、厳しい雇用情勢の中、離職者の為の委託訓練や、在職労働者の技能
向上のための認定職業訓練、資格取得講習、市民対象講座を実施するなど、訓練機会の乏しい地域における人材育成に
極めて重要な役割を担っているところであり、費用対効果の観点から、運営費等経費については５市５町の広域で負担
する。

社団法人中空知地域職業訓練センター協会の運営費について、５市５町の地域が負担をして運営がなされている。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

社団法人中空知地域職業訓練センター協会
社団法人中空知地域職業訓練センターが設置されている事により、各地域における中小企業労働者、休職者、一般市民
などの方々の、訓練機会の乏しい地域における自発的な職業能力の開発及び向上を図ることができる。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 中空知職業訓練センター協会負担金 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 4－3－1 商工労働観光課企業労政係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 915 915 915 915 915 915 915 915 915

実績値 915 919 898

計画値 940 940 940 940 940 940 940 940 940

実績値 464 750 1,013

達成されている

上がっている

上がっている

総合評価 良好である

自己分析：新型
コロナウイルス
感染症の影響
で、事業の中止
や縮小があり、
大幅に利用者数
が減少している
が、開催事業を
とおして人材育
成等が図られて
いる。

自己分析：新型
コロナウイルス
感染症が落ち着
いてきたこと
で、利用者数が
例年程度に回復
しており、事業
を通して人材育
成等が行われて
いる。

自己分析：利用
者数は増加傾向
であり、事業を
通じて人材育成
等に繋がってい
る。

判断理由：負担
金の金額が横ば
いなのに対し
て、利用者数は
増加している。
事業を通して人
材育成が図られ
ていると考えら
れ、良好と判断
した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：技能向上、離職者に対する訓練等人材育成の重要な場となって
いること及び施設維持のためにも必要である。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

915

成果指標１
（単位/人）

940

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：砂川市民利用者数 指標の求め方：砂川市民利用者数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：負担金の金額 指標の求め方：負担金の金額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 〇

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

2,350,000 2,350,000 2,350,000 7,050,000 2,984,000 2,984,000 8,952,000 2,984,000 2,984,000 2,984,000 2,984,000 11,936,000 27,938,000

2,350,000 2,603,000 2,338,000 7,291,000 2,984,000 0 10,275,000

1,805,000 2,666,000 1,701,000 6,172,000 0 0 6,172,000

2,350,000 2,350,000 2,350,000 7,050,000 2,984,000 2,984,000 8,952,000 2,984,000 2,984,000 2,984,000 2,984,000 11,936,000 27,938,000

2,350,000 2,603,000 2,338,000 7,291,000 0 0 2,984,000 0 0 0 0 0 10,275,000

1,805,000 2,666,000 1,701,000 6,172,000 0 0 0 0 0 0 0 0 6,172,000

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

実績との比較
（増減理由）

３月補正
△８３千円
給付額の減少に
伴い実績減

３月補正
６３千円
給付額の増加に
伴い実績増

３月補正
△６１千円
給付額減少に伴
い実績減

前年度予算と
の比較

（増減理由）

給付見込額の減
少により減

給付見込額の増
加が見込まれる
ため増

給付見込額の減
少により減

給付見込額の増
加により増

実　績　額 0

事業費予算の
内容

勤労者共済会交
付金

勤労者共済会交
付金

勤労者共済会交
付金

勤労者共済会交
付金

事 業 費 合 計 計　画　額 2,984,000

予算計上額 2,984,000

予算計上額 2,984,000

実　績　額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 2,984,000

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

道 費 計　画　額

予算計上額

実施４カ年
合　　　計(6年度)

国 費 計　画　額

予算計上額

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

中小企業で働く従業員と事業主を対象に、個々の企業では実施が難しい福利厚生事業を推進し、楽しく安心して働ける職場づくりと従業員の定着及び事業所の発展を図るため平成４年に設立。
設立当初は、職員人件費相当額と市付加給付分を市から交付し事業を開始したが、平成１７年度の行政改革により市付加給付金額の減額と職員人件費相当額の助成を取りやめた。
平成２０年度には、保険業法の改正に合わせて市付加給付金額の見直しを行い、大幅な減額を行っている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

目的
(何のために実施する
のか）

勤労者共済会を支援することにより、市内中小企業労働者の福利厚生の向上を図る。 砂川市勤労者共済会に市付加給付相当額を交付するとともに、事務局として共済会に係る各種事務に対処する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

砂川市勤労者共済会
中小企業労働者の福利厚生の向上を支援することにより、従業員の労働意欲と労働福祉の向上、人材の確保・定着を促
進し、企業の発展・経営安定に寄与している。

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 勤労者共済会交付金事業 平成４年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 4－3－2 商工労働観光課企業労政係



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 2,350 2,350 2,350 2,350 2,350 2,350 2,350 2,350 2,350

実績値 1,805 2,666 1,701

計画値 877 897 917 959 978 997 1,016 1,035 1,055

実績値 864 851 783

ほぼ達成されている

上がっていない

少し上がっている

総合評価 良好である

自己分析：会員
数の若干の増加
はあるが、退職
等により退会者
も多く、給付額
が減少した。市
の付加給付によ
り、個々の企業
の福利厚生の充
実に繋がってい
る。

自己分析：会員
数は減少してい
るものの、給付
金額は増えてい
ることから、従
業員一人一人の
福利厚生の充実
につながってい
ると考える。

自己分析：会員
数は減少し、給
付額も減少して
いる。事業所の
退会に伴い退会
者が増加してお
り、給付額が減
少した。市の付
加給付により、
個々の企業の福
利厚生の充実に
繋がっている。

判断理由：成果
指標は減少して
いるが、市内企
業の福利厚生を
担う重要な位置
づけにあり、毎
年度一定の給付
金額を達成して
いるため、良好
と判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：中小企業が単独で実施できない福利厚生事業として、今後も市
が支援する必要性がある。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/　）

2,350

成果指標１
（単位/　）

938

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：会員数 指標の求め方：4月1日現在の会員数

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：交付金額 指標の求め方：交付金額



【ＰＬＡＮ】

事務事業の目的と成果 総合戦略掲載 × 過疎計画掲載 ×

事業期間

継続 建設・建設外 建設外
第７期総合計画
の位置付け

他に関連する
基本事業

 － － －　－ －　－ －　－ －　－ 所管課係

手段
(どのような方法で
実現するのか)

成果
(どのような効果が
得られるのか)

【ＤＯ】

実績 （単位：円）

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

1,634,000 1,634,000 1,634,000 4,902,000 1,634,000 1,634,000 4,902,000 1,634,000 1,634,000 1,634,000 1,634,000 6,536,000 16,340,000

1,634,000 1,634,000 1,634,000 4,902,000 1,634,000 0 6,536,000

1,456,900 1,432,444 1,479,000 4,368,344 0 0 4,368,344

1,634,000 1,634,000 1,634,000 4,902,000 1,634,000 1,634,000 4,902,000 1,634,000 1,634,000 1,634,000 1,634,000 6,536,000 16,340,000

1,634,000 1,634,000 1,634,000 4,902,000 0 0 1,634,000 0 0 0 0 0 6,536,000

1,456,900 1,432,444 1,479,000 4,368,344 0 0 0 0 0 0 0 0 4,368,344

第　７　期　総　合　計　画　事　務　事　業　進　行　管　理　調　書

事　　業　　名 労働振興費交付金事業 ―　年度　～　―　年度

事業性質区分 新規・継続 4－3－2 商工労働観光課企業労政係

目的
(何のために実施する
のか）

労働者の諸権利を確立するために活動する団体の活動経費を一部支援することにより、市内労働者の活動や労働者福祉
の維持・向上を図る。

労働団体の活動経費の一部に対して交付金を支出する。

対象
(誰・何を対象として
いるのか)

日本労働組合総連合会北海道連合会砂川地区連合会 労働団体の活動の支援をすることで、労働者の活動や交流、育成等が円滑に行われる。

 事業開始時の状況・これまでの経
緯

団体の事業に対して補助を行ってきた経過があるが、現在は労働者団体の活動経費を一部支援することにより労働者福祉を向上させる目的で交付金を交付している。
行政改革により、平成１７年度に交付金額を１割削減。平成２０年度に２割削減し、現在に至っている。

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

計　画　額

予算計上額

実　績　額

地 方 債 計　画　額

実　績　額

そ の 他 計　画　額

予算計上額

予算計上額

実　績　額

一 般 財 源 計　画　額 1,634,000

予算計上額 1,634,000

実　績　額

事 業 費 合 計 計　画　額 1,634,000

予算計上額 1,634,000

実　績　額 0

事業費予算の
内容

労働振興費交付
金

労働振興費交付
金

労働振興費交付
金

労働振興費交付
金

前年度予算と
の比較

（増減理由）

前年度同額 前年度同額 前年度同額 前年度同額

実績との比較
（増減理由）

３月補正
△１７７千円
新型コロナウイル
ス感染症の影響で
事業中止のため減
額

３月補正
△２０１千円
新型コロナウイル
ス感染症の影響で
事業中止のため減
額

３月補正
△１５５千円
事業実施状況を鑑
み減額

投
　
入
　
さ
　
れ
　
た
　
事
　
業
　
費
　
の
　
推
　
移

国 費 計　画　額

予算計上額

実　績　額

道 費



【ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ】

指標の推移・評価

第１年次 第２年次 第３年次 第５年次 第６年次 第７年次 第８年次 第９年次 第10年次

(3年度) (4年度) (5年度) (7年度) (8年度) (9年度) (10年度) (11年度) (12年度)

計画値 1,634 1,634 1,634 1,634 1,634 1,634 1,634 1,634 1,634

実績値 1,457 1,433 1,479

計画値 1,012 1,012 1,012 1,012 1,012 1,012 1,012 1,012 1,012

実績値 974 948 955

ほぼ達成されている

変わらない

変わらない

総合評価 普通である

自己分析：新型
コロナウイルス
感染症の影響で
予定事業の中止
により、交付金
の減額が生じた
が、市内労働者
の雇用安定等の
労働活動を展開
する同団体へ継
続した支援は必
要である。

自己分析：新型
コロナウイルス
感染症の影響で
予定事業の中止
により、交付金
の減額が生じた
が、市内労働者
の雇用安定、処
遇改善等の諸活
動を展開する同
団体への支援は
今後も必要であ
る。

自己分析：予定
事業の中止によ
り、交付金の減
額が生じたが、
市内労働者の雇
用安定、処遇改
善等の諸活動を
展開する同団体
への支援は今後
も必要である。

判断理由：成果
指標は減少して
いるが、労働者
の諸権利確立に
つながる当団体
への支援は必要
であることか
ら、普通である
と判断した。

自己分析： 自己分析： 判断理由： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 自己分析： 判断理由：

今後の方向性 現状のまま継続

活動指標１（「手段」をもとに設定） 指標名：交付金額 指標の求め方：交付金額

成果指標１（「成果」をもとに設定） 指標名：組合員数 指標の求め方：組合員数

第１次実施３カ年計画 第２次実施３カ年計画 第３次実施４カ年計画 第　７　期
総 合 計 画
合　　　計

実施３カ年
合　　　計

第４年次 実施３カ年
合　　　計

実施４カ年
合　　　計(6年度)

事
　
　
務
　
　
事
　
　
業
　
　
評
　
　
価

指
標

活動指標１
（単位/千円）

1,634

成果指標１
（単位/人）

1,012

R10：

総合評価の判断
理由または指標
の実績値に関す
る自己分析

自己分析：

方向性の判断理由
改善、改革の内容
（R5、R8、R10）

R5：労働者の諸権利を確立するために支援を継続することで、労働
者の地位向上や労働条件の改善を図る。

R8：

評
価
内
容

事業の達成度
(活動指標をもとに評価)

事業の成果
(成果指標をもとに評価)

事業の効率性
(事業費に対する成果)


